
国家公務員の地域手当の見直しに伴う介護報酬地域区分の 

維持を求める意見書 

 

国家公務員の地域手当の見直しに伴い，令和９年度介護報酬改定では，介護報

酬の地域区分の見直しの可能性が示唆されている。 

さきに提示された見直し案では，本市における上乗せ割合が２％減額され，介

護報酬減額が見込まれる事態となっている。 

長引く物価高騰，特に光熱費や食材料費の著しい上昇によるコスト増に加え，

介護人材確保のための賃上げの必要性が迫るなど，介護施設の運営が厳しさを

増している。 

このような状況下での介護報酬の引き下げは，介護施設の運営基盤を根本か

ら揺るがし，ひいては市民への安定的かつ質の高い介護サービスの提供に重大

な支障を来すことが懸念される。 

また，本市は，栃木県の県都として，高度医療機関や介護施設が集積し，県内

各地域の介護需要を広域的に支える拠点都市であり，その影響は本市にとどま

らず，栃木県全体の介護サービス提供体制や地域包括ケアシステムにも及ぶお

それがある。 

よって，国においては，令和９年度介護報酬改定に当たり，次の事項について

特段の措置を講じられるよう強く要望する。 

記 

１ 国家公務員の地域手当の見直しを介護報酬の地域区分へ機械的に反映させ

ることなく，介護人材の確保や介護サービス提供体制への影響，県都として

広域的な介護需要を支える役割などを十分勘案し，本市の現行地域区分を維

持すること。 

２ 地域区分の設定に当たっては，都市機能の集積，介護従事者の雇用実態，近

隣自治体との人材確保競争，利用者の広域的な利用実態などを評価項目とし

て反映すること。 

３ やむを得ず地域区分を見直す場合は，介護事業者の経営や介護人材の確保

に支障が生じないよう，十分な経過措置及び財政支援を講じること。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定に基づき意見書を提出する。 

 

令和８年１０月１日 

宇 都 宮 市 議 会 

 

 

 

 



 

内 閣 総 理 大 臣 

内 閣 官 房 長 官 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

内閣府特命担当大臣 

（こども政策 少子化対策 

若者活躍 規制改革 

共生・共助） 

衆 ・ 参 両 院 議 長 

 

宛て 


